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2025 年 3 月 18 日策定 
2026 年 8 月 14 日更新 

総務グループ 
 電力中央研究所 一般事業主行動計画 

（次世代育成法・女性活躍推進法一体型） 
 
 職員等が仕事と、育児をはじめとする生活を両立させつつ、性別を問わず誰しもがその能力や経験
を十分に活かすことができる職場環境を整備するため、行動計画を次の通り策定する。 

 
1. 計画期間 

2025 年 4 月 1 日から 2027 年 3 月 31 日までの 2 年間 
 
2. 行動計画 

■目標 1：計画期間内に、育児休職1または育児目的休暇の取得率を次の水準以上にする。 
男性…育児休職または育児目的休暇の取得率を 70％以上とし、かつ、1 人以上育児

休職を取得する。 
女性…育児休職の取得率 75％以上を維持する。 
（次世代育成法、女性活躍推進法） 

＜取組内容＞（実施時期 2025 年 4 月より順次） 
・育児休職者の増加や取得期間の長期化等に伴う欠員状態に対応するための措置（育児休

職取得希望の事前把握、早めの申し出の推奨、十分な引継ぎ期間の確保等） 
・育児休職取得実績などの所内への開示 
・育児期の職員間のコミュニケーションを目的とした相互交流機会の設定 
・育児休職からの復職後や育児中の職員等の能力発揮とキャリア形成を促すことを目的と

した両立支援・キャリア形成カウンセリングの実施 
 

■目標 2：普通休暇とリフレッシュ休暇を通算した取得率を 55%以上にする。 
（次世代育成法、女性活躍推進法） 
＜取組内容＞（実施時期 2025 年 4 月より順次） 
・生成 AI 等の IT ツールも活用した業務合理化・効率化の継続。 
・全所大での休暇取得奨励期間を年 3 回以上設定（加えて各部署単位等での休暇取得奨励

期間の設定も検討）。 
・普通休暇の 10 日以上の取得、リフレッシュ休暇の 5 日取得を奨励（周知徹底）。 

 
■目標 3：女性比率を次の水準以上にする 

①職員・専任職員に占める女性比率を 2035 年度までに 20％以上にすることを目指

 
1育児休職には、出生時育児休職（産後パパ育休）を含む 
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し、計画期間内に 17%以上にする。 
②管理職層（研究参事・参事、幹部職）に占める女性比率を 2035 年度までに 12%

以上にすることを目指し、計画期間内に 8%以上にする。 
（女性活躍推進法） 

＜取組内容＞（実施時期 2025 年 4 月より順次） 
①について 
・事務系職員・専任職員の新規採用における女性比率 30%以上を目指す。 
・女性の学生に向けた積極的な PR 活動を行う。 
・女性人材が引き続き定着するための取り組みの検討・実施。 
 
②について 
・性別にかかわらない役割配置や様々な職務経験の付与、および性別や育児期に関するバ

イアスの実態などの調査。 
・能力発揮やキャリアアップを目的としたパーソナル・サポート等の実施。 
・服務管理者に向け、育児期など時間に制約のある部下の業務体制や働き方の見直し、活

躍の支援に役立つ情報提供や研修などを実施。 
・管理職になることに前向きな気持ちを生み出すための工夫の実施。 

 
3.  次世代育成法・女性活躍推進法に基づく情報公表 
 

① 配偶者が出産した男性労働者の育児休業取得率等（2025 年度） 
・育児休業等の取得割合        53.3％ 
・育児休業等と育児目的休暇の取得割合 100% 
 

② 職業生活に関する機会の提供 
・労働者に占める女性労働者の割合（2026 年 3 月 31 日時点） 

区分 男性 女性 
研究参事・参事、 
職員、専任職員※1 

83.9% 16.1% 

有期雇用者※2 76.7% 23.3% 
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・男女の賃金の差異（2025 年度：2025 年 4 月～2026 年 3 月） 
区分 男女の賃金※3 の差異 

（男性の平均賃金に対する女性の平均賃金の割合） 
全労働者 78.0％ 

研究参事・参事、 
職員、専任職員 

80.1％ 

有期雇用者 88.3％ 
 

③ 職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備 
・男女の勤続年数※4 の差異（2026 年 3 月 31 日時点） 

区分 男性の平均勤続年数 女性の平均勤続年数 
研究参事・参事、 
職員、専任職員 

16.7 年 15.5 年 

 
・労働者のひと月当たりの平均残業時間（2025 年 4 月～2026 年 3 月） 

区分 ひと月あたりの残業時間 
研究参事・参事、 
職員、専任職員 

17.6 時間 

有期雇用者 11 時間 
 
・有給休暇取得率（2025 年 4 月 1 日～2026 年 3 月 31 日） 
 
 
 
 
 
※1 当所から他社への出向者を含み、他社から当所への出向者を除く 
※2 シニアエキスパート、シニアスペシャリスト、特定有期雇用研究員、特別契約研究員、特

定職員、臨時員を含み、人材派遣労働者を除く 
※3 基本年俸や基本給、時間外労働に関する手当、在宅勤務手当、賞与、功労金等を含み、退

職金や通勤手当等を除く 
※4 期間の定めのない労働契約を締結している労働者を対象とする 

 
■公表および労働者への周知方法 
・所外向け HP ならびに厚生労働省「女性の活躍推進企業データベース」および「両立支援のひろ

ば」で公表 
・総務グループ HP に掲載し労働者に周知 

以上 

区分 有給休暇取得率 
研究参事・参事、 
職員、専任職員 

61.8% 

有期雇用者 69.1% 


